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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

　代表取締役社長　鶴羽　順及び執行役員財務経理本部長　三宅　隆太郎は、当社及び連結子会社（以下「当社グ

ループ」という。）の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、当社グループは、企業会計審議

会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関す

る実施基準の改訂について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制

を整備及び運用しております。

　なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。

 

 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

　当社グループにおける財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である2025年２月28日を基準日として

行われており、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠してお

ります。

　本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を

行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価にお

いては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、

当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いまし

た。

　財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、財務報告に対する金額的及び質

的影響並びにその発生可能性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社６社を対象として行った全社的な内部統

制の評価結果及び前事業年度における各店舗の契約管理に関連する決算・財務報告プロセスの開示すべき重要な不備

を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定しました。なお、財務報告の信頼性に及ぼす影響

の重要性の観点から僅少であると判断した連結子会社5社については、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりま

せん。

　業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性を考慮し、リスク評

価を行いました。当社グループは小売業を主たる事業とする単一セグメントであるため、各事業拠点の規模を適切に

把握することが可能な指標である連結会計年度の売上高を重要な事業拠点の選定指標として用いました。なお、４

「付記事項」に記載のとおり、前事業年度末における開示すべき重要な不備について合理的な期間内に是正されてい

ること等を踏まえ、当事業年度末における全社的な内部統制は有効であると評価しました。そのため、各事業拠点の

売上高（連結会社間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、連結売上高のおおむね３分の２程度に達して

いる３事業拠点を「重要な事業拠点」としました。さらに、質的要因として、前事業年度末における開示すべき重要

な不備が、当社（株式会社ツルハホールディングス）の決算・財務報告プロセスから生じたことを考慮し、当社を

「重要な事業拠点」に追加しました。加えて、全社的な内部統制が脆弱な拠点や、当社グループの主要なビジネスと

は異なるビジネスを行っている拠点の有無を検討した結果、追加すべき重要な事業拠点が他にないことを確認しまし

た。

　当社グループは小売業を主たる事業としており、商品仕入、棚卸資産管理及び商品販売が収益獲得のための重要な

活動であることから、選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、

売上原価、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。また、選定した重要な事業拠点にかか

わらず、それ以外の事業拠点も含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要

な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを検討した結

果、重要な事業拠点において、店舗に係る有形固定資産の減損プロセス及びのれんの減損プロセスを識別しました。

これらのプロセスについては、該当する重要な事業拠点における評価対象に追加しております。なお、前事業年度末

における開示すべき重要な不備の是正措置に関連して新たに整備したプロセスついては、当社の決算・財務報告プロ

セスにおける評価対象に含めております。

 

 

３【評価結果に関する事項】

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると判断し

ました。
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４【付記事項】

　前事業年度に係る訂正内部統制報告書に記載したとおり、当社の店舗開発本部における賃貸借契約書の管理が一部

不適切であったこと及び経理部から店舗開発本部に対する賃貸借契約に関する情報収集指示が必ずしも明確でなかっ

たという店舗契約管理に関連する決算・財務報告プロセスの開示すべき重要な不備を識別しております。また、この

不備に起因して、過年度の連結財務諸表において、「貸手及び借手リース注記漏れ」、「転貸損失引当金の未計

上」、「資産除去債務の過少計上」という誤謬が生じました。

　当該決算・財務報告プロセスの開示すべき重要な不備に対し、当事業年度末日までに、以下のとおり是正措置を実

施しました。これには、経理部による店舗開発本部へのデータベース更新に関する説明会の実施や経理部内部での

データベースの二重チェックも含まれ、経理部と店舗開発本部が緊密に連携する体制を整備・運用することで、契約

に関する情報の整合性を確保し、適切な財務報告を担保しました。

　当該是正措置については、当社の内部監査部門がその内容を検討し、誤謬の発生原因に対応したものであることを

確認しました。また、是正措置に関連して新たに整備した以下のプロセスに対する評価手続を実施した結果、不備事

項は識別されず、当事業年度末において適切に内部統制が整備・運用されているものと判断しました。なお、これら

の評価結果については、当社の取締役会に報告を行いました。

 

●　貸手及び借手リース注記漏れ

　前事業年度の訂正内部統制報告書に記載のとおり、「貸手及び借手リース注記漏れ」という誤謬が生じました。当

該貸手及び借手リース注記が漏れなく行われていなかった原因は、各店舗の賃貸借契約情報が一元管理されておら

ず、貸手及び借手リース注記の作成に必要な、各店舗の賃料収入、賃借料、契約期間、契約更新情報、解約情報が正

確かつ網羅的に管理できていなかったことによります。

 

●　転貸損失引当金の未計上

　当社グループでは、店舗閉鎖後に転貸を行う賃借物件について、見積賃料収入総額が見積賃借料総額を下回るケー

スが存在しますが、これに対応する転貸損失引当金が未計上であったことに伴い、前事業年度の訂正内部統制報告書

に記載のとおり、「転貸損失引当金の未計上」という誤謬が生じました。当該転貸損失引当金計上が適切に行われて

いなかった原因は、各店舗の賃貸借契約情報が一元管理されておらず、各店舗の賃貸借契約に関する転貸損失を把握

するために必要な各店舗の賃料収入、賃借料、契約期間、契約更新情報、中途解約情報が正確かつ網羅的に管理でき

ていなかったことによります。

 

●　資産除去債務の過少計上

　前事業年度の訂正内部統制報告書に記載のとおり、自社及び賃借物件において「資産除去債務の過少計上」という

誤謬が生じました。当該資産除去債務計上が適切に行われていなかった原因は、各店舗の賃貸借契約情報が一元管理

されておらず、資産除去債務の対象店舗が網羅的に把握されていなかったこと、及び閉店店舗で発生した実績原状回

復費用に基づく撤去費用の見積りの更新が適切に行われていなかったことによります。

 

　これらの誤謬は、いずれも各店舗の契約管理に関連する決算・財務報告プロセスの不備に起因しており、当該不備

を是正するために、以下の措置を講じております。
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誤謬

誤謬の発生原因となっ

た決算・財務報告プロ

セスの不備の概要

講じた是正措置の概要

店舗に関する賃貸借契約情報

を一元管理するためのデータ

ベースを導入

店舗開発本部と経理部との連

携強化

貸手及び借手リース注

記漏れ

各店舗の賃貸借契約情

報が一元管理されてお

らず、貸手及び借手

リース注記の作成に必

要な、各店舗の賃料収

入、賃借料、契約期

間、契約更新情報、解

約情報が正確かつ網羅

的に管理できていませ

んでした。

データベースの導入により、

貸手及び借手リース注記の作

成に必要な、店舗ごとの以下

の情報を正確かつ網羅的に一

元管理できるようになりまし

た。また、経理部内部での

データベースの二重チェック

も実施しました。

・賃料収入

・賃借料

・契約期間

・契約更新情報

・解約情報

 

・経理部による店舗開発本部

へのデータベース更新に関

する説明会を実施しまし

た。

・店舗開発本部で店舗に関す

る賃貸借契約情報を管理す

る担当者及び、リース注記

作成に必要な情報提供の指

示を出す経理部担当者を明

確にしました。

・経理部にて、貸手及び借手

のリース注記情報を作成す

る上で必要な情報を明確化

し、店舗開発本部に指示す

ることで、必要な情報（賃

料収入、賃借料、契約期

間、契約更新情報、中途解

約情報）が漏れなく共有さ

れることを担保しました。

転貸損失引当金の未計

上

各店舗の賃貸借契約情

報が一元管理されてお

らず、各店舗の賃貸借

契約に関する転貸損失

を把握するために必要

な各店舗の賃料収入、

賃借料、契約期間、契

約更新情報、中途解約

情報が正確かつ網羅的

に管理できていません

でした。

データベースの導入により、

転貸損失引当金の計上に必要

な、店舗ごとの以下の情報を

正確かつ網羅的に一元管理で

きるようになりました。ま

た、経理部内部でのデータ

ベースの二重チェックも実施

しました。

・賃料収入

・賃借料

・契約期間

・契約更新情報

・解約情報

 

・経理部による店舗開発本部

へのデータベース更新に関

する説明会を実施しまし

た。

・店舗開発本部で店舗に関す

る賃貸借契約情報を管理す

る担当者及び、転貸損失引

当金作成に必要な情報提供

の指示を出す経理部担当者

を明確にしました。

・経理部にて、転貸損失引当

金を算定するために必要な

情報を明確化し、店舗開発

本部に指示することで、必

要な情報（賃料収入、賃借

料、契約期間、契約更新情

報、中途解約情報）が漏れ

なく共有されることを担保

しました。
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誤謬

誤謬の発生原因となっ

た決算・財務報告プロ

セスの不備の概要

講じた是正措置の概要

店舗に関する賃貸借契約情報

を一元管理するためのデータ

ベースを導入

店舗開発本部と経理部との連

携強化

資産除去債務の過少計

上

各店舗の賃貸借契約情

報が一元管理されてお

らず、資産除去債務の

対象店舗が網羅的に把

握されていなかったこ

と、及び閉店店舗で発

生した実績原状回復費

用に基づく撤去費用の

見積りの更新が適切に

行われていませんでし

た。

データベースの導入により、

資産除去債務の計上に必要

な、店舗ごとの原状回復義務

及びその発生の有無を正確か

つ網羅的に一元管理できるよ

うになりました。また、経理

部内部でのデータベースの二

重チェックも実施しました。

 

 

・経理部による店舗開発本部

へのデータベース更新に関

する説明会を実施しまし

た。

・店舗開発本部で店舗に関す

る賃貸借契約情報を管理す

る担当者及び、資産除去債

務算定に必要な情報提供の

指示を出す経理部担当者を

明確にしました。

・経理部にて、資産除去債務

を算定するために必要な情

報（閉店店舗で発生した原

状回復費用の実績、資産除

去債務の対象案件）を明確

化し、店舗開発本部に指示

することで、必要な情報が

漏れなく共有されることを

担保しました。

 

 

 

５【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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